
 

 

 

 

 

 

 

 
日米合同委員会・第５回施設調整部会の開催結果について 

 
 
 防衛省から、日米合同委員会の下部機関である施設調整部会の第５回会合が、本日開

催され、池子住宅地区の横浜市域における住宅建設戸数について、当面の措置として、

根岸住宅地区の移設分として４００戸程度の家族住宅等を建設することで日米間の認識

が一致したとの連絡がありました。ついては、会議概要の資料が送付されましたのでお

知らせします。 
 なお、防衛省南関東防衛局長が、明日、林市長を訪問し、直接、部会開催の報告をし

たいとのことですので、併せてお知らせします。 
 
１ 第５回施設調整部会の会議概要 
  別添のとおり 
 
２ 防衛省南関東防衛局長の林市長訪問 
 (1) 日 時 平成２２年８月２７日（金）午前１１時４５分～１２時 
 (2) 場 所 市庁舎２階 市長応接室（秘書課内） 
 (3) 訪問者 防衛省南関東防衛局長 深山 延暁（みやま のぶあき）  

(4) 取材について 
   ・写真撮影、取材については、冒頭のみとさせていただきます。直接、市長応接

室（秘書課内）へお越しください。 
   ・面会終了後、市庁舎２階応接室において囲み取材（市長：12:00～12:10、南関

東防衛局長：12:10～12:20）を行います。 
   ・面会概要については、別途情報提供いたします。 
 
３ 林 文子 横浜市長のコメント 

 第４回施設調整部会において、池子住宅地区及び海軍補助施設における住宅建設

戸数の再検討を協議されることとなり、本市からは国に対し、更なる削減が可能と

なるよう最大限の努力を要請してきました。 

本日開催された第５回部会において、当面の措置として、根岸住宅地区の移設分

として４００戸程度の家族住宅等を建設していくことで日米間の認識が一致した

とのことであり、この間の本市の要請を踏まえて結果を出されたものと受け止めて

います。 

今後も、自然環境や緑の保全に努められるとともに、住宅建設に伴う周辺への影

響に十分配慮されるよう念願いたします。 

 

 

お問い合わせ先 

都市経営局基地対策課長  金子 晴由 Tel 045-671 -2057 
 

平成 22 年８月 26 日
都市経営局基地対策課

横 浜 市 記 者 発 表 資 料



（お知らせ）

神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等
に関する施設調整部会の開催について

２２．８．２６
防 衛 省

神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等に関する第５回会
合が下記のとおり開催されましたのでお知らせします。

記

１ 年月日：平成２２年８月２６日（木）
２ 場 所：ニューサンノー（米軍センター）
３ 出席者：

日本側：防衛省地方協力局地方調整課長
外務省北米局地位協定室首席事務官 他

米 側：在日米軍司令部第４２課長
在日米海軍司令部施設技術部長 他

４ 会議概要：
別紙のとおり

（この件に関する問い合わせ先）
防衛省
地方協力局地方調整課長 谷井 淳志

地方調整課先任部員 鋤先 幸浩
ＴＥＬ ０３－３２６８－３１１１

内線：３６６１９



別 紙

神奈川県における在日米軍施設・区域の整理等に関する第５回施設調整

部会の概要

１ 本年７月２１日の第４回会合においては、日本側から、平成１６年９月の第３回

会合以降の経緯について説明がなされるとともに、「池子住宅地区及び海軍補助施

設」の横浜市域での住宅及びその支援施設の建設（トンネルの整備を含む）の促進

を図るために必要と思われる内容について、米側に対し要請を行い、日米双方で議

論した結果、日本側からの要請については、各々、今後鋭意検討・協議していくこ

とで日米間の認識が一致したところである。

２ 今回の会合においては、第４回会合において日本側からなされた要請について、

米側から検討結果の報告がなされ、日米双方で協議した結果、次の諸点について日

米間の認識が一致したところである。

（１）横須賀地区の家族住宅の不足数について

現時点において、海軍の基準に基づき、横須賀海軍施設のために必要とな

る家族住宅の戸数は約７００戸である。

（２）「池子住宅地区及び海軍補助施設」の横浜市域における住宅建設戸数について

平成１６年当時は、不足数約４００戸に、根岸住宅地区の移設分約４００

戸を加え、合わせて約８００戸が必要なところ、地元自治体からの要望を踏

まえて約１００戸を削減し、約７００戸の建設を日米間で合意したところで

ある。しかしながら、以下の理由から、当面の措置として、「池子住宅地区及

び海軍補助施設」の横浜市域における家族住宅建設戸数は、根岸住宅地区の

移設分として約４００戸程度の家族住宅等を建設する。

① 平成１７年以降、施設・区域外に居住する者に対して良好な住宅を提

供するため、米海軍自らが借り上げ住宅の制度（ＲＰＰ）を活用し、約

３００戸の住宅借り上げを行ってきたこと

② 根岸住宅地区の家族住宅の老朽化がより深刻なものとなってきたこと



③ 米海軍としては、米軍人及びその家族にはできるだけ良質な住環境を

提供したいという考えがあること

④ 平成１６年当時、日米間で合意した横浜市内の施設・区域を早急に返

還して欲しいとの日本側の要望を踏まえ、当面必要な家族住宅の建設の

早期終了を図ること

⑤ 「池子住宅地区及び海軍補助施設」の横浜市域における住宅建設戸数

はできるだけ減らして欲しいとの地元自治体の要望を踏まえ、日本側か

ら同様の要請があったこと

家族住宅等の規模、配置等については、今後速やかに日米間で調整する。

なお、平成１６年に建設を合意した７００戸程度との差、約３００戸につ

いては、将来において、その時点での需要を考慮し、日米間で協議の上建設

することとし、その建設場所については、「池子住宅地区及び海軍補助施設」

の横浜市域が一つの選択肢としてあり得るが、将来改めて日米間で協議する。

（３）「池子住宅地区及び海軍補助施設」の一部土地（当該施設西側の運動施設地

区及びキャンプ場地区）の返還について（別添参照）

当該土地の返還については、引き続き、日米間で協議することとし、返還

が実現するよう努力する。

一方、当該土地の返還には相当の期間を要することから、返還までの間、

今後、米側から提示される共同使用（地位協定２－４－ａが適用される施設

・区域）にあたっての要件及び時期について日米間で協議の上、合意され、

それらが満足された場合には、当該土地を逗子市と共同使用することとする。

３ 今後は、今回の協議内容について、関係自治体に説明した上で、日米合同委員会

の承認を得るため、同委員会に報告することとし、日米合同委員会の承認が得られ

た後には、施設調整部会等の場で、所要の協議・調整が進められることとなる。




